軽度者に対する（介護予防）福祉用具貸与の例外給付に
関する取扱いについて

　

　福祉用具貸与は、心身の機能が低下し、日常生活を営むのに支障がある要介護者等の日常生活上の便宜を図るための用具及び要介護者等の機能訓練のための用具であり、要介護者等の日常生活の自立を助けるために貸与を受けるという基本的な考えに基づくもので、要支援、要介護１の利用者に対する「車いす・車いす付属品」「特殊寝台・特殊寝台付属品」「床ずれ防止用具」「体位変換器」「認知症老人徘徊感知機器」「移動用リフト」「自動排泄処理装置」の貸与は原則として算定できませんが、厚生労働大臣が定める基準に適合する者（平成２４年度厚生労働省告示第９５号の第２５号イで定める状態に該当する者）について例外的な対応を定めたものです。

【事務手続きに関する方針】

１．医師の医学的な所見の確認方法について

利用者が、別紙「軽度者に対する（介護予防）福祉用具貸与の例外給付に関する確認依頼書」の“３．医師の医学的所見による判断について”に示す３つの状態像のいずれかに該当する旨の医師の医学的な所見について、大和市では、以下に示す３つの方法により、確認を行ってください。

　（１）担当の介護支援専門員が聴取した医師の所見

　　　　　ケアマネジャー又は介護予防支援事業者職員（以下、「ケアマネジャー等」という。）が利用者の主治の医師等の診察に同行し、医師との面談若しくは電話等により、利用者が改正で示された状態像に該当する旨を聞き取り、記録すること。
なお、当該記録の方法については、“３．ケアプランへの記載方法ついて”に示す方法によるものとする。

　（２）主治医意見書による確認

　　　    改正で示された状態像に該当する旨が主治医意見書の「５．特記すべき事項」に記載されていること。（ケアマネジャー等が市から情報提供として写しを入手する。）

　（３）医師の診断書による確認

　　　　　改正で示された状態像に該当する旨が主治の医師等の診断書に記載されていること。

２．サービス担当者会議等の開催について

　　　サービス担当者会議等を通じて、適切なケアマネジメントを行う中で、福祉用具貸与が例外的に必要である旨が判断され、その判断が医師の医学的な所見を確認した記録（“居宅介護支援経過”又は“介護予防支援経過記録”）に基づいていることが必要です。

　　　
３．ケアプランへの記載方法ついて
　　　次の必要事項をケアプランへ記載してください。
 記載のポイント　

　老企第３６号第２の９（２）①ウのⅰ）からⅲ）までのいずれかに該当するかという

視点で、記載する。

①利用者の福祉用具が例外的に貸与される必要性

　　　・居宅サービス計画書

　　　　　　「総合的な援助の方針」欄

　　　　・介護予防サービス・支援計画書

　　　　　　「健康状態について□主治医意見書、生活機能評価等を踏まえた留意点」欄
　　　　　例） ぜんそく発作による呼吸器不全を回避させる医学的所見に基づき、日常的に起き上がりが困難と判断できるため、特殊寝台を例外的に貸与する必要がある。
　　　②利用者の状態像に関する医学的な所見
　　　　　・居宅介護支援経過
　　　　・介護予防支援経過記録

1）確認した日付

2）病院名及び医師の名前
3）確認方法
4）医師の医学的な所見）

例）・Ｈ２６．８．１
　 ・大和○○病院　介護太郎先生へ電話にて確認。

　 ・特殊寝台を利用することにより、ぜんそく発作による呼吸器不全の発症といった症状の重篤化を回避する効果が認められるとの所見を聴取。

　　

　　　  参考：老企第３６号第２の９（２）①ウのⅰ）からⅲ）

　 ⅰ）疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又は時
間帯によって、頻繁に第９５号告示第２５号のイに該当する者

　　　（例　パーキンソン病の治療薬によるＯＮ・ＯＦＦ現象）
　 ⅱ）疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに第
９５号告示第２５号のイに該当するに至ることが確実に見込まれる者

　　　（例　がん末期の急速な状態悪化）
　 ⅲ）疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状の重篤化の回避等医学的判断から第９５号告示第２５号のイに該当すると判断できる者

　　　（例　ぜんそく発作等による呼吸不全、心疾患による心不全、嚥下障害による誤嚥性肺炎の回避）
４．市による確認方法について

　　　ケアマネジャー等は、ケアプラン作成後、次の書類を介護保険課給付係に提出してください。

　提出書類　

「軽度者に対する福祉用具貸与の例外給付に関する確認依頼書」
　添付書類

　　（１）居宅サービス計画書又は介護予防サービス・支援計画書
（２）居宅介護支援経過又は介護予防支援経過記録

（３）医師の医学的な所見がわかる書類

※「1-(1)」の方法による場合は、当該資料の提出は不要
　　　
※原則として、利用開始日より前に市へ書類を提出してください。
　　認定申請中（新規、更新、区分変更等）の場合は、結果が出てから速やかに市へ書類を提出してください。ただし、この場合も利用開始前に医師の意見確認、及び医師の意見に基づいたサービス担当者会議の開催が必須です。
　　
５．市からの確認結果について

　　提出された書類について、内容の確認を行った後、ケアマネジャー等に書面により結果を連絡します。

６．福祉用具貸与の継続的な必要性の検証について

ケアマネジャー等は、要介護（要支援）の更新認定、変更認定を受けた場合は、上記１から５までの手続きを行うこととします。

（※ 当該「６．」については、厚生労働省老健局振興課に確認した内容です。）

